
参考資料１：港湾における地震・津波対策

①港湾、海岸における防災・減災対策
②多重防護
③コンビナート港湾の強靭化の推進

①港湾、海岸における防災・減災対策
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②多重防護 ： 多重防護の考え方
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②多重防護 ： 効果
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防波堤
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○ 東日本大震災では、民有護岸が被災し航路に土砂が流出
したことにより、 長期間にわたって船舶交通に支障が生じ、
緊急物資等の輸送にも悪影響を与えた。

○ 高度経済成長期に集中的に建設された民有護岸等の老朽
化の進展や、コンビナート等の被災リスクが増大する等の課
題も顕在化している。

○コンビナートなど、民有護岸が多い港湾の災害時の航路機能
確保のためには、民間企業の施設の改良に係る取組を促進
することが必要。

○ 民間企業にとっては、護岸等の改良は収益に直結しない投
資であるため、その取組を更に促進するための支援が必要。

護岸等

建設年別施設数と建設後50年を経過する施設数（民有） コンビナートの位置と主な地震の今後３０年以内の発生確率

出典：文部科学省地震調査研究推進本部公表資料をもとに作成

全国の製油所の約８
割が大規模地震によ
る影響を受ける恐れ

③コンビナート港湾の強靭化の推進 ： 背景

③コンビナート港湾の強靭化の推進 ： 対策
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